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市税
131億1,297万円
（36.0％）

歳入合計
364億3,341万円
（100％）

0

20

40

60

80

100

国有提供施設等所在市町村助成交付金
87万円（0.0％） ２．歳入の概況

利子割交付金
598万円（0.0％） 
ゴルフ場利用税交付金
2,057万円（0.0％） 
環境性能割交付金
2,317万円（0.1％） 
配当割交付金
1億3,999万円（0.4％） 
法人事業税交付金
1億6,981万円（0.5％） 
株式等譲渡所得割交付金
1億8,471万円（0.5％） 
地方譲与税
3億2,596万円（0.9％） 
地方特例交付金
3億5,396万円（1.0％） 
地方消費税交付金
17億2,770万円（4.7％） 
市債
24億4,932万円（6.7％） 
県支出金
26億1,605万円（7.2％） 
地方交付税
55億9,302万円（15.4％） 

国庫支出金
60億8,551万円（16.7％） 

交通安全対策特別交付金
531万円（0.0％） 

分担金及び負担金　 7,992万円（0.2％）
財産収入  9,320万円（0.3％）

使用料及び手数料 3億6,804万円（1.0％）
諸収入 　3億7,566万円（1.0％）
寄附金 8億7,354万円（2.4％）
繰入金 　79億1,145万円（2.5％）
繰越金  　9億1,670万円（2.5％）

３．市税の内訳

固定資産税
79億7,599万円
（60.8％）

市民税
44億440万円
（33.6％）

市税総額
131億1,297万円
（100％）

償却資産
37億9,004万円

（28.9％）

入湯税
99万円（0.0％）

軽自動車税
3億434万円

（2.3％）
市町村たばこ税
4億2,719万円

（3.3％）
法人

10億8,871万円
（8.3％）

家屋
26億7,861万円

（20.4％）

土地
14億7,328万円

（11.2％）

交付金
3,406万円

（0.3％）

個人
33億1,569万円

（25.3％）

鉱産税
6万円（0.0％）

１．決算収支の概況
歳　入　総　額　� A 364億3,341万円

歳　出　総　額� B 359億263万円

歳入歳出差引額（A－B）� C 5億3,078万円

翌年度へ繰越すべき財源� D 3億5,361万円

実　質　収　支（C－D） 1億7,717万円

令和６年度決算概況と令和７年度財政事情のあらまし

９．市債現在高の状況

一般会計市債現在高（令和６年度末） 352億4,198万円
（うち臨財債82億3,313万円）

市 民 1 人 当 た り の 市 債 の 残 高 522,351円
（うち臨財債122,030円）

臨財債（臨時財政対策債）…国が地方自治体に交付する地方交付税の財源不足に対処するた
め、不足分の一部を地方自治体が借り入れする地方債のこと。元利償還金相当額はその全額
が後年度の普通交付税需要額に算入される。

10. 行政財産の状況（令和７年３月 31 日現在高）　

土　　　 地 2,160,744㎡

建物延面積合計　426,255㎡
木造建物（延面積） 12,100㎡
非木造建物（延面積） 414,155㎡

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120（億円）

11.	基金の状況（令和７年３月31日現在高）　

阿南市財政事情の公表に関する条例第２条の規定に基づき、令和６年度決算概況および令和７年度予算
に係る財政事情をここに公表します。
令和６年度における歳入確保の努力や歳出抑制への取り組みを活かしながら、令和７年度におきましても、
阿南市「新行財政改革」推進プラン2025▶2028にしっかりと取り組み、歳入歳出のバランスがとれた持続
可能な行財政運営に努めていきます。

◦議 会 費　議会活動に要する経費
◦総 務 費　人事、企画、財政、戸籍、統計や交通安全など、他部門に分類されない事業に要する経費
◦民 生 費　高齢者や障がい者などの福祉、子育て支援、生活保護、国民年金などの事業に要する経費
◦衛 生 費　母子保健、疾病予防、ゴミ処理、公害対策などの事業に要する経費
◦労 働 費　勤労者のための各種施設の設置、管理や育児の相互支援、就職支援に要する経費
◦農林水産業費　農業、林業、水産業振興の事業に要する経費
◦商 工 費　商工業振興、観光振興などの事業に要する経費
◦土 木 費　道路、公園整備、都市計画及び住宅施策推進などの事業に要する経費
◦消 防 費　消防、防災事業などに要する経費
◦教 育 費　学校教育、生涯学習、スポーツ振興などの事業に要する経費
◦災 害 復 旧 費　暴風、地震その他の災害によって被害を受けた施設を原形に復旧するための経費
◦公 債 費　市債（市の借金）を返済する元利償還金（元金と利子）と一時的な借入をした場合の支払利

息に要する経費
◦諸 支 出 金　普通財産（土地・建物）取得費、特別会計繰出金、積立金など、行政目的を有しない経費

５．歳出区分の説明

学校給食費保護者負担軽減臨時支援事業【教育費】 2,827万円
ひとり親家庭生活支援臨時給付金事業【民生費】 1,362万円
介護施設等物価高騰臨時支援事業【民生費】 842万円
学校給食用米価高騰対策臨時支援事業【教育費】 694万円
障がい福祉サービス事業者物価高騰臨時支援事業【民生費】 548万円
医療施設食材料費高騰対策臨時支援事業【衛生費】 241万円
バス事業者物価高騰臨時支援事業【総務費】 144万円

６．主な物価高騰支援等対応

教育費　 35億7,602万円（10.0％） 
衛生費　 34億8,110万円（9.7％） 
公債費　 34億4,909万円（9.6％） 
諸支出金 29億4,983万円（8.2％） 
土木費 21億7,014万円（6.0％） 
消防費 12億6,319万円（3.5％） 
農林水産業費 12億2,419万円（3.4％） 
議会費　 2億9,687万円（0.8％） 
商工費　 2億9,229万円（0.8％） 
災害復旧費　 6,374万円（0.2％） 
労働費 1,810万円（0.1％） 

歳出合計
359億263万円

（100％） 

民生費
126億7,463万円

（35.3％） 

総務費
44億4,344万円

（12.4％） 

７．市税負担の概況
市税総額

131億1,297万円

８．行政経費支出の概況
歳出総額

359億263万円

〔市民１人当たり〕

532,143円

〔市民１人当たり〕

194,358円

〔１世帯当たり〕

417,092円

〔１世帯当たり〕

1,141,977円

※１財政調整基金………年度間の財源の不均衡を調整する
ために設置される基金。

※２減債基金……………公債費の償還を計画的に行うため
に設置される基金。

※３特定目的基金………特定の目的に対して資金を積み立
てるために設置される基金。

※４定額資金運用基金…特定の目的に対して定額の資金を
運用するために設置される基金。

基金の用語説明

※基金の運用方針については、
ホームページをご覧ください。
「阿南市基金一括運用対象基金運用方針について」
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４．歳出の概況
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令和７年度　一般会計予算の執行概況 令和７年８月31日現在
歳　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　出

区　　　　　分 予　算　額 収 入 済 額 区　　　　　分 予　算　額 支 出 済 額
市 税 131億5,903万円 78億1,143万円 議 会 費 2億9,474万円 1億3,599万円
地 方 譲 与 税 3億3,530万円 6,601万円 総 務 費 45億4,671万円 11億8,466万円
利 子 割 交 付 金 840万円 0万円 民 生 費 127億3,497万円 50億9,967万円
配 当 割 交 付 金 1億400万円 0万円 衛 生 費 34億6,281万円 10億1,285万円
株式等譲渡所得割交付金 1億6,400万円 0万円 労 働 費 1,430万円 621万円
法 人 事 業 税 交 付 金 1億6,000万円 0万円 農 林 水 産 業 費 21億9,254万円 9億9,892万円
地 方 消 費 税 交 付 金 18億3,900万円 5億2,097万円 商 工 費 3億9,182万円 1億3,715万円
ゴルフ場利用税交付金 2,000万円 0万円 土 木 費 34億9,795万円 8億4,287万円
環 境 性 能 割 交 付 金 2,700万円 0万円 消 防 費 16億4,736万円 4億7,173万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 86万円 0万円 教 育 費 40億2,525万円 10億7,942万円
地 方 特 例 交 付 金 5,470万円 2,322万円 災 害 復 旧 費 3,853万円 2,329万円
地 方 交 付 税 50億6,000万円 22億7,537万円 公 債 費 35億9,334万円 128万円
交通安全対策特別交付金 620万円 0万円 諸 支 出 金 27億4,449万円 7億5,200万円
分 担 金 及 び 負 担 金 7,331万円 1,381万円 予 備 費 3,000万円 0万円
使 用 料 及 び 手 数 料 3億6,654万円 1億2,928万円
国 庫 支 出 金 61億7,281万円 17億659万円
県 支 出 金 29億1,504万円 1億1,029万円
財 産 収 入 1,734万円 2,011万円
寄 附 金 7億2,441万円 1億9,704万円
繰 入 金 29億4,230万円 0万円
繰 越 金 3億5,362万円 5億3,078万円
諸 収 入 3億6,415万円 5,971万円
市 債 43億4,680万円 0万円

合　　　　計 392億1,481万円 134億6,461万円 合　　　　計 392億1,481万円 117億4,604万円

特 別 会 計 の 概 況
令和６年度決算（見込）の状況 会　　計　　名

令和７年度予算の執行状況
（８月31日現在）

歳　入　額 歳　出　額 差　引　額 歳　入　額 歳　出　額
561万円 355万円 206万円 住宅新築資金等貸付事業特別会計 214万円 15万円
36万円 0万円 36万円 加茂谷財産区運営事業特別会計 36万円 0万円

205万円 0万円 205万円 伊島財産区運営事業特別会計 207万円 0万円
71億4,572万円 71億3,808万円 764万円 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 21億6,043万円 20億1,665万円

4,803万円 4,803万円 0万円 加 茂 谷 診 療 所 事 業 特 別 会 計 1,035万円 1,550万円
938万円 938万円 0万円 伊 島 診 療 所 事 業 特 別 会 計 114万円 366万円

89億5,349万円 85億9,217万円 3億6,132万円 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 38億9,002万円 27億2,307万円
736万円 614万円 122万円 伊島地区生活排水処理事業特別会計 186万円 541万円

3億7,149万円 3億7,065万円 84万円 学 校 給 食 事 業 特 別 会 計 1億1,057万円 1億1,661万円
1,805万円 1,805万円 0万円 奨 学 資 金 貸 付 事 業 特 別 会 計 1,862万円 402万円
3,446万円 2,376万円 1,070万円 春日野地域下水道事業特別会計

760万円 760万円 0万円 豊香野地区生活排水処理事業特別会計 83万円 96万円
14億110万円 13億6,419万円 3,691万円 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 3億2,274万円 2億5,848万円

1,099万円 1,099万円 0万円 西春日野生活排水処理事業特別会計 175万円 197万円
4,065万円 4,065万円 0万円 夜間休日診療所事業特別会計 305万円 961万円

896万円 896万円 0万円 椿 診 療 所 事 業 特 別 会 計 64万円 305万円

令和6年度 公営事業会計の決算概況
水道事業会計

予　定　額 収　入　額 比　率 予　定　額 支　出　額 比　率
収益的収入 15億2,274万円 15億3,724万円 101.0% 収益的支出 15億997万円 12億3,162万円 81.6%
資本的収入 15億3,945万円 6億1,181万円 39.7% 資本的支出 24億4,862万円 14億1,648万円 57.8%

公共下水道事業会計
予　定　額 収　入　額 比　率 予　定　額 支　出　額 比　率

収益的収入 5億2,307万円 5億1,174万円 97.8% 収益的支出 5億2,307万円 5億1,063万円 97.6%
資本的収入 2億7,030万円 2億8,623万円 105.9% 資本的支出 4億2,731万円 3億9,723万円 93.0%
羽ノ浦農業集落排水事業会計

予　定　額 収　入　額 比　率 予　定　額 支　出　額 比　率
収益的収入 1億3,522万円 1億3,739万円 101.6% 収益的支出 1億3,522万円 1億3,138万円 97.2%
資本的収入 1億456万円 4,934万円 47.2% 資本的支出 1億744万円 5,705万円 53.1%

◎ 『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』（以下「財政健全化法」）第３条第１項および第22条第１項の
規定に基づき、「健全化判断比率」と、公営企業会計の「資金不足比率」を公表します。

１．健全化判断比率 …… いずれの指標も国の定める基準内です。

指　　　　　　標 備　考 早期健全
化基準

財政再生
基準 説　　　　　　　明

実 質 赤 字 比 率 △ 0.89%
（黒字）

※
12.36% 20.00%

一般会計等の実質赤字の標準財政規模に
対する比率です。
家計でいうと赤字額が年収に対してどれ
ぐらい占めているかを示したものです。

連結実質赤字比率 △ 12.47%
（黒字）

※
17.36% 30.00%

すべての会計の実質赤字の標準財政規模
に対する比率です。
上記の実質赤字比率を特別会計・公営企
業会計（水道・下水道等）を含めた全会
計に適用したものです。

実 質 公 債 費 比 率 6.9% 25.0% 35.0%

公債費および公債費に準じた経費の比重
を示す比率です。
年間の借金返済額が年収に対してどれぐ
らい占めているかを示したものです。市
に属する会計だけでなく一部事務組合等
に対する負担も含みます。

将 来 負 担 比 率 4.0% 350.0%

地方債残高のほか一般会計等が将来負担
すべき実質的な負債を捉えた比率です。
将来見込まれる負債が年収の何年分にあ
たるかを示したものです。一部事務組合、
第三セクター等に対する負担や退職手当
負担なども含みます。

注）　指標が「－」と表示されているのは、赤字比率等が負の数値（黒字等）となるためです。実際の数値は備考欄に表示しています。
注）　指標が１つでも早期健全化基準以上になると財政健全化計画を、財政再生基準以上になると財政再生計画を策定する必要があります。
※　早期健全化基準は、標準財政規模に応じて変動します。

２．資金不足比率 …… 各公営企業会計において、国の定める基準内です。

特別会計（公営企業会計）の名称 資金不足比率 経営健全化基準 説　　　　　　　明

阿南市水道事業会計

20.0%

公営企業の資金不足額の度合いを表す比
率です。
公営企業の赤字額（資金不足額）が料金
収入等の規模（事業規模）に対してどれ
ぐらい占めているかを示したものです。

阿南市公共下水道事業会計

阿南市羽ノ浦農業集落排水事業会計

注）指標が「－」と表示されているのは、資金不足比率が０もしくは負の数値（黒字）となるためです。
注）資金不足比率が経営健全化基準以上になるとその会計ごとに経営健全化計画を策定する必要があります。

【標準財政規模】
地方公共団体の一般財源の標準規模を示すもので、標準税収入額等と普通交付税額、臨時財政対策債発行可能額の合計です。

【公営企業会計】
法適用企業に係る特別会計、および法非適用企業に係る特別会計の総称です。阿南市では水道事業、公共下水道事業、羽ノ浦農業
集落排水事業の３会計が該当し、原則として料金収入等により独立採算方式で経営を行うこととされています。

令和６年度決算に基づく
健全化判断比率と資金不足比率を公表します 
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歳入 歳出

令和６年度の国民健康保険事業特別会計決算における歳入総額は71億4,572万円（対前年度比6.9％減）、歳出
総額は71億3,808万円（対前年度比6.0%減）で収支差引は、764万円の黒字となりました。国民健康保険法等
の一部が改正され、平成30年度から県が財政運営の責任主体となり、市町村は資格管理、保険給付、保険税の
賦課・徴収の事務を行うほか、保健事業など地域におけるきめ細かい事業を担っています。　　
阿南市の国民健康保険税（現年度）の収納率は 96.13% で、前年度に比べて 0.2％減少しました。国民健康保
険は、被保険者の皆さんで支えあって成り立つ制度であり、国民健康保険財政の安定した運営を図っていくため
にも、国民健康保険税の完納について、ご理解とご協力をお願いします。

令和６年度 歳入・歳出の主な割合

①県からの支出金
②納めていただいた国保税
③一般会計からの繰入金
④前年度からの繰越金
⑤第三者納付金、返納金など

注）上記の数値は、それぞれ四捨五入しているため合計とは一致しない場合があります。

⑥主に医療費等の支払いに充てる費用
⑦県が県全体の医療費を見込み、これを基に算定した納付金
⑧事務費など
⑨人間ドック助成費、特定健診に係る費用など

①県支出金
　52億2,770万円

（73.1%）

⑥保険給付費
　50億7,635万円

（71.1%）

⑦国保事業納付金
　18億516万円

（25.3%）

⑧総務費
　1億6,488万円

（2.3%）

⑨その他 9,169万円
　（1.3%）

②国民健康保険税
　11億3,354万円

（15.9%）

③繰入金
　6億8,819万円

（9.6%）

④繰越金 8,486万円
　（1.2%）

⑤その他 1,144万円
　（0.2%）

内訳
　普通交付金
　 50億5,264万円
　特別交付金
　   1億7,506万円

歳 入
合 計

71億4,572万円

歳 出
合 計

71億3,808万円

令和６年度 保健事業の実施状況等
受診者

日帰り人間ドック 371人
脳ドック 109人

受診者および実施者
特定健康診査 3,566人
特定保健指導 435人

国民健康保険事業特別会計決算概況
令和６年度

問い合わせ　
保険年金課　☎22−1118

保険税収納額と保険給付費等の推移
単位：万円

100000.000000

116666.666016

133333.332031

149999.998047

166666.664062

183333.330078

199999.996094

25000.000000

120833.335938

216666.671875

312500.007812

408333.343750

504166.679688

介護納付金

後期高齢者支援金

保険給付金

保険税収入額

２年度 ３年度 ４年度

136,099

５年度

130,975

６年度

123,123

565,189 573,432 559,445

117,198

551,279

113,354

507,635

保険税収納額

保険給付費

25000

35000

45000

55000

65000

75000

85000

40000.000000

73333.332031

106666.664062

139999.996094

173333.328125

206666.660156

239999.992188

被保険者数と世帯数（年度平均）

被保険者数　12,013人
(前年度比 735人 減）

世　帯　数　8,148世帯
（前年度比 361世帯 減）

１人当たり総医療費（療養諸費費用額）

488,317円（前年度比20,181円 減）

１人当たり国保税（現年度の調定額）
94,901円（前年度比3,739円 増）

※財政調整基金の保有額　391,864,410円
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